
立法政策論（2006年度春学期）

担当：柳瀬　昇

第8回　法的整合性と法的適格性
1. 法的整合性
· 法形式上より上位の法規範の趣旨や規定とは、整合的でなければならない。具体的には、憲法と法律、憲法と後国家的条約、条約と法律、法律と政令・内閣府令・省令、政令と内閣府令・省令、法律と議院規則・最高裁判所規則、法令と条例などについて、検討することとなる。

· 下位の法規範の規定が上位の法規範の規定と矛盾すると認められる場合には、制定を断念するか（制定した場合、違憲・違法の問題が生ずる）、あるいは、上位規範を改廃する必要がある。なお、法形式上同位の法規範同士の矛盾・抵触がある場合の効力関係については、特別法が一般法に優先し（特別法優先の原理）、後法は前法に優先する（後法優先の原理）という原則がある。

· 形式的意味の基本法とそれに基づく法令との関係につき、法的整合性をどのように考えるかについては、争いがある。

2. 法的適格性

· 法形式により一定の所管事項が定まっており、所管外の事項について規律することはできない（所管事項の原理）。もっとも、法律は、憲法で直接規定している事項を除き、法令の形式により規律することができるすべての分野をその所管事項としている。

· 法律という法形式について法的適格性という観点から考えるとき、法律で定めることができる事項と法律で定めなければならない事項とに分けて検討する必要がある。

· 憲法上、法律で定めることとされている事項がある（日本国憲法2条、4条2項、10条、17条、26条など）。

· 法律事項については、法規（国民の権利を直接制限し、または義務を課する法規範）であるとする見解と、一般的・抽象的な法規範であるとする見解とがある。政府の見解は前者であるが、学説上は後者が有力である。
· 法規というとき、勲章従軍記章制定ノ件（明治8年太政官布告45号）、褒章条例（明治14年太政官布告63号）及び文化勲章令（昭和12年勅令9号）に基づく褒章・叙勲などの栄典の授与の可否が議論になる。

· 法律の一般性に関しては、個別的法律（Einzelgesetz、処分的法律（Maßnahmegesetz））の制定の可否が議論になる。法律はあくまで国家が制定するものである以上、それは広く人の行為、国家の作用、社会の秩序などについての規律の一般的・抽象的基準たりうるものでなければならず、安易に個別的法律を許すと、公権力の個別具体的な命令による恣意的支配を認めること（立法の専制）になるからである。ただし、英米法圏では、伝統的に、特定の個人、団体、地域等のみに関する個別的法律は認められている（private act）。
· 法の本質の1つに強要性（強要可能性、強制）がある。林（1975）は、「法の本質であるその強要性を全くもたないような内容の法令を作ることは避けるべきだ」という。したがって、個人の権利を制限し、義務を課するような事項、予算の執行に係る事項、行政組織の新設・改廃に係る事項、既存の法律に対してその特例を定めるものなど、どうしても法律で定めなければならない事項を含むものでなければ、いたずらに法律という法形式を用いるべきではないという意識が立法実務家には存在する。そのような意識からは、いわゆる基本法の法的適格性について議論がある。
3. 法的適格性に関する事例研究

〔ケース1〕基本法（プログラム法）
· 形式的意味の基本法としては、教育基本法、原子力基本法、災害対策基本法、観光基本法など多々あり、近年、特に増加している。

· 形式的意味の基本法の特徴として、（1）前文、法律の目的や基本理念などの規定などで、制定の経緯やねらい、趣旨や理念などを格調高く強調し、（2）その趣旨・理念に基づき、国及び地方公共団体の責務や施策の基本方針などを抽象的に規定し、（3）それを受けて、施策実施のための法制上及び財政上の措置を抽象的に国等に義務付け、（4）国会に対する年次報告書の提出を義務付け、（5）基本計画などの策定を求め、（6）審議会や施策の推進等の事務をつかさどる機関等の設置について規定する。このうち、典型的な法律事項は、（4）と（6）のみである。
· 基本法には、少なくともいくつかは法律事項が含まれていること、特定の政策分野に関する法令の整除・体系化に寄与すること、それに基づく実施法が制定されたときに優位性・指導性をもつことを期待されることなど、意義は小さくない。また、行政国家現象の進展に伴い、立法府が行政府に一定の枠をはめ統制をしていくための手段ともなりうる可能性もなくはない。ただし、「カタログ的な法律」ないし「政策大綱的な法律」と呼ばれるような、法的適格性が著しく乏しいものも少なからず見られる。
· 「少子化社会対策基本法」は、「我らに残された時間は、極めて少ない」など、大げさな文言を多用した前文が付されている一方では、この法律に基づき直接に何らかの具体的な施策が可能となるものではない。このことは、基本法一般についても、いえる。

· 「中央省庁等改革基本法」は、中央省庁等改革の基本理念とこれに関する基本方針を定めたうえで、内閣機能の強化、国の行政機関の再編成、各府省庁の所掌事務、中央省庁等改革推進本部の設置などを規定するが、各省設置法の制定・改正後の本法の規定の意義は乏しい（存在しない「労働福祉省」や「教育科学技術省」の所掌事務を定める規定や、44条1項6号にいう郵政民営化の見直しの不実行を定める規定をどう考えるのか）。また、本法には、「できる限り」、「遅くとも」、「できれば」などのような法令用語として熟していない語が数多く用いられている点も見逃せない。
· 「税制改革法」は、昭和63年6月15日に行われた税制調査会の答申の趣旨にのっとって行われる税制の抜本的な改革を「今次の税制改革」と称したうえで、その趣旨や基本理念等を述べ、6条以下では、同時に提出された所得税法等一部改正案、消費税法案、地方税法一部改正案の内容を紹介するにすぎない。
· 同様の問題は、平成9年12月に制定され、翌年6月に一部改正され、12月に施行停止された「財政構造改革の推進に関する特別措置法」についても、いえる。

〔ケース2〕個別的法律（処分的法律）

· 「学校法人紛争の調停等に関する法律」は、学校法人紛争の調停一般に関する法律として制定されているが、実際には、名城大学の紛争を処理するためのものとして制定されたものである（そのことは、法律の審議過程からも明らかである）。このような個別的法律については、法の一般性という観点からは、きわめて疑義がある。

· 「無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律」は、オウム真理教を狙い打ちにした個別的法律である。新規立法を制定しなければならなかった社会的背景として、破壊活動防止法を適用できなかったことが挙げられる。なお、本法律の合憲性については、東京地判平成13年6月13日判決を参照。
· 「オウム真理教に係る破産手続における国の債権に関する特例に関する法律」は、法律の規定中に、裁判の事件名までを挙げて法の適用範囲をきわめて狭く規定している。
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1. 次の英文は、アメリカ合衆国憲法の修正条項の一部である。この規定について、自由に論ぜよ。

Amendment XVIII (1919)

Section 1. After one year from the ratification of this article the manufacture, sale, or transportation of intoxicating liquors within, the importation thereof into, or the exportation thereof from the United States and all territory subject to the jurisdiction thereof for beverage purposes is hereby prohibited. 

Section 2. The Congress and the several states shall have concurrent power to enforce this article by appropriate legislation. 

Section 3. This article shall be inoperative unless it shall have been ratified as an amendment to the Constitution by the legislatures of the several states, as provided in the Constitution, within seven years from the date of the submission hereof to the states by the Congress. 

Amendment XXI (1933)

Section 1. The eighteenth article of amendment to the Constitution of the United States is hereby repealed. 

Section 2. The transportation or importation into any state, territory, or possession of the United States for delivery or use therein of intoxicating liquors, in violation of the laws thereof, is hereby prohibited. 

Section 3. This article shall be inoperative unless it shall have been ratified as an amendment to the Constitution by conventions in the several states, as provided in the Constitution, within seven years from the date of the submission hereof to the states by the Congress.
2. 昭和22年改正前の刑法183条には、「有夫ノ婦姦通シタルトキハ二年以下ノ懲役ニ処ス其相姦シタル者亦同シ」（1項）、「前項ノ罪ハ本夫ノ告訴ヲ待テ之ヲ論ス但本夫姦通ヲ縦容シタルトキハ告訴ノ効ナシ」（2項）という規定があった。この規定について、自由に論ぜよ。
1または2ないし両方について、A4で、1～2枚程度でまとめ、次週の授業時間に提出する。

第11回「法制度設計論各論」について（予告）（変更あり）
· 第11回（6月26日）では、ワーキンググループに対して、受講者が関心をもった具体的な政策分野について、政策提言を行うことを求める。グループごとに、簡潔なレジュメと参考資料を提出されたい。
· ワーキンググループの人数は、1人以上4人以下であれば自由とする。
· 授業時間中の発表そのものは任意であり、発表しないグループを不利に扱うことはない。
· グループごとに、レジュメ（A4で2枚とする）と参考資料（枚数は問わない）を提出する。それぞれに、グループの構成員の氏名・学籍・ログイン名を記載しなければならない。なお、発表そのものは任意であるが、レジュメと参考資料の提出は全グループに求める。
· 研究内容とグループの構成については、6月19日提出の第9回の課題に記載されたい。授業時間内での発表を希望する学生は、必ず、その旨も、第9回の課題に記載する。
· 発表するグループの代表者は、6月26日15時までに、レジュメの原稿（A4で2枚に限る）を指定されたメールアドレス宛てに添付して送信する（ファイル形式は、PDF文書またはWord文書とする）。
· 発表の有無にかかわらず、各グループの代表者は、レジュメ1部と参考資料1冊を、当日に提出する。
· 授業時間中の発表は、各グループそれぞれ10分以内とする。
· 発表に対して、他の受講者や授業担当者がコメントする。
· 条文化までは求めない。
· ワーキンググループや取り組む政策課題は、第6回と第11回とで変更してもよい（同様に、学年末レポートで取り組む政策課題とも一致しなくてもよい）。
· 学期末レポートの課題も、第11回の課題と同様に「受講者の関心をもった政策分野についての具体的な政策提言」とし、第13回の授業時間中に提出を求める。
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